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共同決定制はいま門まできている(DieMitbestimmungstehtvor derTiir）
労働者の経営参加を大幅に糸とめる独自の制度として， 国際的な注目をあ
ぴてきた西独の労務者共同決定権(MitbestimmungsrechtderArbeitnehmer）
の問題は，ちかく，さらに重要な前進をとげようとしている。
なんらかの形で参加するという考え方資本主義下の企業経営に労働者が，
は第一次大戦以降欧州の先進資本主義国のあいだに広く発生するようになつ
た。それは労務者と企業関与者（Anteilseignern）とが互に同等の権利者で
また同等の重要性をもつものであるとの基本観念から出発する， 企業あり，
そしてその丙猟式の方式機関には労務者の共同決定が参加する制度である。
労務者を入会社法の原則をひろく維持しながら大企業の機関のなかに，
（１）
これに同等な共同決定権をあたえるという'こある。
７
２
は
れ
この方式は西独においては1951年の鉱山共同決定権法(Montan-Mitbestim‐
1８８
mungsgesetz）がまず採用したところであり，これによれば鉱山業における
企業およびコンツェルンの支配会社で，株式会社，有限会社・鉱山法上の法
企業所有者と労務者から選任された同数の監査役をもたれ人たる組合では，
が選任される。ぱならぬ。 これに加えて中立的監査役（11名・１５名或は21名の）
更に1952年の経営組織法（Betrielsverfassungsgesetz）によればすべての
株式会社および株式合資会社（家族会社であって500名以下の労務者しかもってい
2/３は労務者側から選任されねばならぬその監査役のない会社を除く）は，
(同法76条)。この銭規定は有限会社・法人たる鉱山組合・産業・協同組合・相
互保険会社 (企業が500名以上の労務者をもち且壗杳役を有する場合に限る）にも
適用される。
した共同決定権についての異った規定，こう および企業の機関に労務者側
の代表者を参加させたことの好い結果は， 今日まで世上において多年激しく
論議された共同決定権制度を一層強化一般化する模機となった。 そして総て
の経済部門における大企業に労務者の共同決定権を承とめるためには， 従来
の共同決定権の規定および参加の規定とと 屯に拡改正すべしとの要望が強ま
ってきた。
労務者共同決定権に関する永年にわたる論議は， 今日においては既に共同
決定権の要請の基礎， およびその社会政築的ならびに経済政築的関連につい
その賛成論も反対説もまた明確にされた。ては深く考研され， また欧州共同
体の各機関およびその加盟国においても， 労務者共同決定権の思想は漸次そ
の基礎をかためるにいたった。
西独においては今日， 共同決定権の問題の克服は政治上. 経済上の一中心
であり， 西独の民主主義的社会秩序の樹立および維持に必要欠くことを得な
い事案と信ぜられるにいたった。
共同決定権の問題解決のため， 今までに各社会の種為の団体から数多くの
提案がなされた。殊に西独連邦議会における政党は多年その政策の中にこの
問題を取上げ， その法案を自ら提出して共同決定権の解決を主張し来った。
その基本的な思想として， 現行の共同決定権に関する規定， および企業の機
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全く一致関への労務者の参加の規定を拡大改正すべきだとの点については，
している。但し将来如何にして共同決定権法を創造構築して行くべきか１こつ
（２）
､､てlま，依然として異論のあるところだ。
1973年１月18日西独連邦首相プラントの為した政府宣言によれば ｢われわ
れは， 共同決定権の確立をわれわれの主要な使命と考える。 共同決定権はわ
れわれの社会の民主化手続の基礎である。 これこそ自由な社会的国家の形成
を可能にする， 総ての改革の歴史的前提要因である。 共同決定権は労働生活
企業における共同責任を負担するの秩序要因であるばかりでなく， 屯のであ
両者は確立すべき筈のものだ。り，
われわれは企業法に労務者の共同決定権を認めながら， この方法時期に進
んで発展させようと思う。
た意見が介在しているが，
人々の知られる如く，政府与党の間にも種☆異っ
われわれが経営組織法を理解するに当っては同一
の見解に達するのと同様に，共同決定権問題については，同一の解決方法を
染いだすであろう。その際われわれは，当然に労務者と企業所有者との平等
（３）
権および平等重要性の原貝ﾘｶ､ら出発する｡」
19742月22日西独政府は議会にたいし， 労務者の共同決定に関する法案
(EntwurfderBundesregierung einesGesetzesiiberdieMitbestimmung
derArbeitnehmer・VorgelegtalsBundesratsdrucksacｈｅｖｏｍ２２，Ｆｅｂｒｕａｒ
1974）を提出した。 同法案は全条36個条から成り立ち, これに詳細な理由書
が附置されてあった。
そこで本稿では右条文の重要な部分を翻訳してわが国の経営組織法や企業
最近漸くわが経済界でもやかましく模索法研究者の参考に供するとともに，
経営参加制度についての－方式を探らせる一助とする。されるようになった，
この政府草案による一般大企業えの労使平等の共同決定権制度の導入は，
従来議会において果しなき激しい論議をく りかえし，その結末は何時片付く
よれば，昨年12月９日西独政府cＺかを危ぶまれていたが，最近の外国通信によれば，昨 日西独政府の
連立与党の社会民主党（SPD）と自由民主党（FDP）との話し合いがまとま
った。年間にも関係案が連邦議会（下院）に提出され，成立は確実視されて
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（４）
いると報ぜられている。
(1)VgLWernerStaufTacher，MitfestimmungimVerwaltungsratdeｒ
Aktiengerellschalt，Ziirichl974S12・ｅｔ２２．
(2)VgLBR-Drucksache7/2172.GeretzentwurfderRegierung､Entwurt
einesgesetzesiiberdieMitbestimmungderArbeitnehmer、Begriin‐
9,,9,Ａ、A11gemeinesl．
(3)ＡｕszugausderRegierungserkliirungvonBundeskanzlerWilli
Brandtvom18.Januarl973・VgLhierzu・Mitbestimmung､３５Modelle
undMeinungenzueinemgesellschaftspolitischenProblem、Opladen
ｌ９７４Ｓ１５．
(4)Ｖ９１．GiinterPuttner，MitbestimmungundVerfassungsrecht,ｉｎ
“DieAktiengerellschaft,,１１／７５s､２８１ｆ・DerRegierungs-Entwurf
MitbestG-VefassungsrechtlicheEinwande，vonPelerBaduraｅｌｎＢＲ
ｉｎＺｆＡ，1974,Ｓ３５７ｆｆ.
この西独の労務者共同決定権法は共産字義と資本主義体制との中間を行き，
社民党政権の「目玉商品」でもあるので，この改革の試糸にたし､する西独国内
の評判はかならずしもがんぱしいものとはいえない。「まさに自由市場経済の
終り労働天国えの地ならし」とぼやく保守系野党や企業家たちの悪評はうなず
でもあるので，この
い。「まさ
｢企業利益を代弁するＦＤＰとの政治的妥協」「実質的な労資同数けるとしても
ではない」ととの労組側の不満も強い。 だがこれまでの西独の産業形態を特徴づ
けてきたのが他国に例を家ない共同決定制度だ。 この改革の試朶とその行方を，
同じ高度工業国日本にとって参考になその歴史的背景をふくめて探ることは，
るに違いない。（昭５０．１２．１６朝日調新聞芳伸和夫記者）
Ｉ労務者共同決定法案
第１章適用範囲
第１条把握される企業
① 次に掲げる企業における労務者は， 本法の規定にしたがい共同決定権
をもつ。
1．株式会社・株式合資会社・有限会社・法人たる鉱業法上の鉱山組
･産業および経済協同組合の法形態をもって営業するもの合
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通常2.000人以上の労務者を就業させる企業2．
② この法律は労務者が次に掲げる法律により， 企業の機関において共同
決定権をもつ場合においては， その共同決定については適用されない。
鉱山および鉄鋼生産工業企業の監査役会並びに収締役会における労】11.
務者の共同決定に関する法律 (1951年５月21日法一鉱山共同決定法一最近
1965年９月７日の株式法施行法により修正)･或は
2.1956年８月 ７日の鉱山および鉄鋼生産工業企業の監査役会並びに取
締役会における労務者の共同決定に関する法律改修法 (1967年４月2７
日の鉱山および鉄鋼生産工業企業の監査役会並びに取締役会における
労務者の共同決定に関する法律改修法の最近の改修法｡）
③ 労務者の代表者が本条第１項または第２項の規定により， 共同決定権
を有しないときは，
いては，1952年ＣＤ
正）の規定にしたズ
企業における監査役会における労務者の代表者につ
Iま，1952年の経営組織法
がう。
(最近 1972年１月15日の経営絹織法により修
(4) 本法の規定は直接および主として次に仕事に従事する企業には適用さ
れない。
1．政治上・労資協調政策上・宗教上・慈善的・教育上・学術上または
芸術上の目的のためにする行為。
憲法第５条１頂２段の適用をうける通信， または意見発表の目的た2．
る行為。
本法の規定は， 宗教団体およびその慈善的並びに教育的設備にたいし
その法律上の形態如何に拘らず， 適用されない。ては，
第２条苣企業所有者（Anteillseigner）
本法の意味においての企業所有者とは， 第１条１項第１号において示し
た企業の株主。社員，
第３条労務者（Ａｒbｅ
鉱山組合員または組合員をいう。
者（Arbeitnehmer）
本法において労務者とは，左の者をいう。但し経営組織法第５条２項に
示した入念はこれを除外する。
1９２
経営組織法第６条１項に示す労働者 (Arbeiter）●
●
■
田Ⅱ｛（⑪〃々ハベー）
経営組織法第６条２項に示す職員 (Angestellten）
経営組織法第５条３項に示す管理職員 (1eitendeAngestellten）
第４条合資会社
① 第１条１項第１号に表示する企業が人的無限の責任を負担する合資会
社でありその合資会社の有限責任社員のが， その出資または決議権の数
の計算にいれて，
Iま決議権より多；
企業における人的無件責任を負担する社員の出資また
り多数を占める場合においては，人的無限責任社員にたいす
る本法の適用に当っては， 人的無限責任社員が通常500名以上の労務者
を使用する 自己個有の営業を営まぬ限り， 合資会社の労務者は人的無限
社員の労務者と看倣す。
合資会社が， 他の合資会社の人的無限責任社員である場合には， その
合資会社の労務者は第一条一項第一号表示の企業の労務者と看倣す。 合
資会社の連結（Verbindung）
の規定は準用される。
がかかる方法で行われた場合においてもこ
② 企業を合資会社の業務遂行(FiihrungderGeschafte)から除外するこ
とはできない。
第５条＝ソツェルン（Konzern）
①第１条１項第１号表示の企業が，コンツェルンの支配企業（株式法第
18条１項）である場合には， 支配企業にたいする本法の適用については，
コンツェルン企業の労務者は支配企業の労務者と着散す。
第１条１項第１ 号表示の企業にして， 合資会社の法形態をとり， 他の
なほ従属企業の人的無限責任社員となった会社の労務者にたいしても，
右の規定を適用する。
②合資会社が， 第１条１項第１号所定の企業を人的無限責任社員として
抱えかつコンツェルンの支配企業である場合には (株式法第18条１項)，
本法の適用については，
の労務者と看倣す。
コンツェルン企業の労務者は人的無限責任社員
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本条第１項２款並びに第４条２項の規定は右の場合に準用される。
③１つのコンツェルン中に存在するコンツェルン企業が，本条第１項若
<は第２項所定の企業以外の企業の統一的支配下にあり乍ら， 本条第１
項又は第２項所定の企業のコソツニノレンを支配し，或は他のコンツェル
ﾝの多数のかかる企業者に対してそのコンツェルン企業の指導権を握
ろ場合には，本条第１項又は第２項所定の者及びコンツェルン指導に最
も近接せる企業 (但し同企業には他のコンツェルン企業のコンツェルン
指導が行はれる）が，
る。
本法の規定の適用については支配企業と看倣され
第２章監杏役会（Aufsichtsrat）
（１）設立と構成
第６条原則
他に特別な法律の規定なき限り，① 本法第１条１項所定の企業には監査
役会を置くものとする。
② 監査役会の設立および構成その構成員の選任ならびに解任については，
本法第７条乃至22条の規定，
式法第96条２項，第97条乃亘
並びに他に特別な法律の規定なき限り， 株
第97条乃至第１01条１項，３項，および第１02条乃至
第106条の規定が次記の規定に準じ適用される。
支配人が監査役会員としての被選任は， 該支配人が法定代理権を有1．
する企業の機関の下に直接に隷属し， 機関のもつ総事務の範囲に渉り
支配権を行使することを許された場合に限り，これを認められない。
生産および経済協同組合にして， 株式法第100条，第101条１項．2．
並びに第１０６条の適用をうけないもの。3項および第１０３条，
その他の法律上の規定ならびに条例の規定(会社契約， 定款の規定）で，
監査役会の構成ならびに監査役会員の選任および解任に関するものは，
その適用を妨げない。
第７条監査役会の構成
但し本法の規定に反する場合はこの限りでない。
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① 監査役会の構成は次の通りとする。
出資者からなる10名の監査役会員， 及び●
●
『Ⅱム（叩”】 労務者からなる10名の監査役会員
② 第１項第２号表示の監査役会員中には， 次記の者が含まれねばならぬ。
満18歳に達し満１年間該企業に1．企業に属する７名の労務者にして，
属し， 且つ経営組織法第８条所定の選挙資格を其えた者， 並びに
当該の企業における労務者を代表する労働組合， あるいい他の企業2．
且つその企業の労務者が本法の規定に従い，を代表する労組にして，
企業の監査役会員の選任に参加するこ とのできる労組の中から選任ざ
れた，３名の労組の代表者。
（２）監査役会員の選任
㈹出資者の監査役会員
第８条
① 出資者からの監査役会員は (第７条１項第１号)，法律・条令，会社契
法令の規定に違反せぬ限り，監査役会約または定款の規定にしたがい，
条令・会社契約または定款の規定に準負選任の権限をもつ機関により，
じ選任される。
その適用を妨げない。株式法第101条２項の規定は，②
（二）労務者の監査役会員
第９条選挙人による選任
労務者からの監査役会員（第７条１項第２号） は，選挙人（Wahlmanner）
によって選任される。
第10条選挙人の選挙
選挙人の選挙は選挙権をもつ労務者により， 合同選挙により，秘密役
毎に行われる。経営組織
①
票および比例選挙の原則に基き， 企業の各経営毎に行われる。
Iま適用される。法第４条(附属経営および経営の一部分）
満18歳に達した当該企業の労務者であ選挙人の選挙権をもつ者とは，②
るｏ
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③選挙人を選挙することのできる者は，更に経営組織法第８条所定の選
挙資格要件を充す者に限る。
④－経営において， 単に一個の選挙提案だけが為された場合には， 提案
に示された労務者がその順位に従い選挙されたものとする。 本法第11条
2項の規定はこの場合に適用される。
第11条選挙人の数の算出
① 30,000名未満の選挙資格者をもつ企業においては， 選挙有資格たる労
務者60名毎に１名の選挙人を有する。 それ以上は，2000名の選挙有資
選挙人を選出する者の数を増加し， その数は有資格労務者格者毎に，
2.000名毎に選挙人１名とする。
30名以上の選挙人を選出すべき場合には， その数一の経営において，
Iま半数に減少される。 この場合その選挙人は２個の決議権をもつ。
一つの経営において，120名以上の選挙人を選出すべき場合には，そ
この場合その選挙人は三個の決議権をもつ。の数は1/３に減少される。
分数は完全数に換算される。但し分数選挙人の数の算出にあたっては，
Iま完全数の半以上の場合に限る。
②労働者・職員および管理職員は，個なの経営の選挙人の下で，各自の
屯９名の数関係に対応して代表されねばならぬ。一の経営において少く
労働者・職員および管理職員は少く選挙人を選出すべき場合には， t各
1名の選挙人をもたねばならぬ。但し一経営において， 5名を超えない
ときは，右規定労働者・職員または管理職員が選挙有資格者が存在するときは，
'よ適用されない。
職員または管理職員にたいし，③ 本条第２項により経営における労働者，
少くし１名の選挙人が選出されぬ限り，彼等は選挙人の選出に関しては，
企業の管理本部（HauptverwaltungdesUnternehmens）の労務者，あ
るいはその企業には仮令本条第２項２款所定の要件が存在せずと錐も，
企業中選挙有資格労務者の最大の数をもつ経営の労務者と看倣される。
④労働者 ･職員または管理職員の選挙人と しての選挙人資格は，たとい
1９６
･職員または管理職員の資格に変更を来すとも， これ選挙人がその労働者
を失うことばない。
⑤各経営においては，
第12条選挙人に対する〕
①選挙人の選出のたＩ
少くも１名の選挙人が存在する。
人に対する選挙の提案
職員91sよ選挙有資格者たる経営の労働者，選挙人の選出のためには，
び管理職員は，選挙提案を、案をすることができる。
各選挙提案は，次の通りに行われる。
経営におけ選挙有資格の労労働者の選挙人の選挙提案については，1．
或はその資格老たる100名の労働者の署名を要する。働者の1/10,
職員の選挙人の選挙提案については， 経営における選挙有資格の職2．
或はその資格老たる職員100名の署名を要する。貝の1/10,
管理職員の選挙人の選挙提案については， 経営における選挙有資格3．
の管理職員の1/10,
②選挙提案は，少<ｉ
にさせる。
第13条選挙人の任期
或はその資格ある管理職員100名の署名を要する。
咄候補者の数の２倍にのぼり，選挙人の選挙を自由
①選挙人は常に経営協議会委員（Betriebsrat）と同時に，選任される。
新任の選挙人が選任されるまで本法の規定によ り与えられた選挙人は，
任務と権限を保持する。
②本条第１項の規定と異り， 経営協次の場合においては経営において，
議会委員の改選以前に選挙人の選任が行われる。
選挙提案による総ての代行者が就任の後， 経営1．代行選挙人を含め，
における選挙人の総員数が，最後の選挙時において，規定上経営が屯
つくぎ選挙人の数を低下したとき。
本法第1１2．代行選挙人を含め， 選挙提案の代行選挙人の就任の結果，
条２項に規定する数量的関係が， 最早や保持し難くなった場合。
未だ当該企業に属経営協議会委員の選挙が行われた時においては，3．
していなかった場合。
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村武）１９７
4．企業の労務者が， 経営協議会委員の選任が行われた時には， 第４条
第１項あるし ､は第５条の規定により， 未だ選挙人の選出権をもたなか
った場合。
選挙人の任期の早期終了又は障害第14条
選挙人の任期は次記の事由により， 第13条１項第２款規定の時期以前①
に終了する。
1．辞職により
選挙人を有する選挙人の事務の終了によ り●
●
⑰／】、｜『〕３．被選挙資格の消失により
②選挙人の任期が早期に終り，或は障害を生じたときは，代行者(Ersa、
tzmann）がこれに代わる。
③被選挙資格の喪失
選挙人の任期が早期に終り，或は障害を生じたときは，代行選挙人がlま，代行選挙
代行者は，選挙にこの場合補充すべき選挙人をも含め，これに代わる。
よらず選ばれた労務者の選挙提案の順位に従い採択選任される。 第11条
2項の規定はこの場合適用される。
企業所属の労務者監査役員の選任第15条
① 第７条２項第１号所定の経営協議会委員を， 共同選挙によ選挙人は，
法律・条例・会社契約または定款の規り秘密且つ多数決の原則に則り，
出資者の選挙機関の選挙する経営協議会委員の定めた期間に定に従い，
渉り選任する。
り選挙すべき監査役の数は， 企業における労働本条第１項の規定によ②
者・職員および管理職員の数量関係に対応せねばならぬ。 監査役会には，
少くし１名の労働者・１名の職員，
らぬ。
③選挙は選挙提案に基き行われる。
および１名の管理職員を入れねぱな
選挙提案には，監査役会の如何なる
席に候補者を推薦するかを明確にせねばならぬ。 各選挙提案には，少く
各選挙提案にして＄２名の候補者を推薦せねばならぬ。
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1個の監査役会における労働者監査役席の為めには， 企業における1．
或は100名の同労働者の署名を要する。選挙有資格の労働者の１/5，
監査役会における職員監杏役席の為めには，２．１個の， 企業における
選挙有資格の職員の１/5， 或は100名の同職員の署名を要する。
監査役会における管理職員監査役席の為めには， 企業にお３．１個の，
ける選挙有資格の同管理職員の１/5， 或は100名の同管理職員の署名
を要する。
選挙人の多数決を得た者が当選する。 この多数決を得られなかった場
次選挙のためには，新たに選挙
④
合には，第２次の選挙が行われる。；
提案がなされる。この選挙において，
第２ 選挙のためには，
多数票を得た者が当選する。
第16条
①
監査役会における会社代表者の選任
選挙人は， 第７条２項第２号所定の監査役会員を， 共同選挙で秘密か
つ多数決の原則に従い， 第15条１項所定の期間に渉り選定する。選挙は
監査役会における各員のため， 格別Ａに行われる。
企業自身を代表する労組の選挙提案，②選挙は， 或は他の企業を代表す
る労組なるも，その労務者は本法の規定により企業の監査役会員の選挙
に参加することのできる労組の選挙提案に基き行われる。
選挙提案においては，候補者は監査役会において，如何なる席を得べ
きかを明確に記載せねばならぬ。
各選挙提案は，少くし 2名の候補者を提案させねばならぬ。
③ 選挙人の最多数票を得た者が選任される。 この最多数票を得られなか
次選挙のためには，新選挙った場合は，第二次の選挙が行われる。第二次選挙のためには，
提案がなされる。 この選挙においては最多数票を得た者が当選する。
ロ 監査役会員の選任および解任のその他の規定
第17条藍杏役会員の公告
企業の法律上の代理機関は， 鴎香役会員の氏名をその選任後遅滞なく，
企業の経営に２週間掲示し， かつ連邦公報にて公告せねばならぬ。
企業の監査役会員の選挙に， 他の企業の労務者が関与した場合には， 他
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村武）１９９
右の外自己の経営においても右の掲示をすの企業の法律上の代理機関は，
る義務がある。
第18条選挙の保護および選挙費用
第15条および第１6条による選挙を妨害してはならない。①何人も第10条，
就中何人と錐も，
い◎
積極的または消極的選挙権の行使を制限してはならな
② 何人も選挙に関し不利益を加え， あるいは不利益を与える旨脅迫し，
或は利益を与えまたは約束して影響を生ぜしめることは許されない。
③選挙の費用は企業が負担する。選挙権行使に必要な時間， または選拳
これにより事務長の仕事に必要な時間だけ労働時間を怠ったとしても，
労働賃金を減額することはできない。事業主は，
第19条選挙，
①経営に）
条選 人による選挙の取梢
経営における選挙人の選挙が，
選挙資格または選挙手続を破り，
選挙権に関する重要な規定に違反し，
その訂正が為されぬ場合は，裁判所に
たいし取梢の申立をすることができる。 但し右違反により選挙の結果に
変更を来きず， あるいは影響を及ぼさない場合は， この限りでない。
取消権をもつ者は次の通りである。②
経営における選挙資格を有する最少３名の労務者●
●
●
『Ⅱ｛《皿〃】ハペ〕
監査役会
企業の法律上の代表権をもつ機関
取消の申立は,,選挙の結果を発表した日から計算して， 2週間以内の
期間に限り申立てすることができる。
労働者たる監査役会員からする選挙の取消第20条
① 労務者たる監査役会員の選挙は，選挙権に関し，剰し，あるいは選挙資格ま
しかもその訂正が為されぬたは選挙手続に関する重要な規定に違反し，
裁判所にたいしその取消を申立てるこ とができる。但場合においては，
し右違反により賀
この限りでない。
り選挙の結果に変更を生ぜず，或は影響を来さないときは
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② 取消権をもつ者は次の通りである。
企業における選挙有資格の最少３名の労務者。●
●
一可Ⅱ上（叩〃】 企業の総体経営協議委員会， あるいは企業においてただ一個の経営
協議委員会が存在する場合には，そのjl
3・他の企業に総体経営協議委員ありて，
その経営協議委員会。
その企業の労務者は本法の規
定により， 本企業の藍杏役員の選挙に参加する場合においてはその総
体経営協議会(Gesamtbetriebsrat）あるいは他の企業には只１個の経
営協議会が存在する場合には， その経営協議会。
第16条第２項所定の提案権をもつ各労働組合。■
●
ん」《【『） 企業の法定代理権をもつ機関。
取消の申立は， 連邦公報で選挙の結果と公示した日から計算して， 【２
週間の期間内に限り提出することができる。
第21条労務者監査役会員の解任
①労務者の監査役会員は，その任期終了以前に， 次に規定する者の申立
選挙人の決議に基き解任される。 解任の申立権者は次の通りてにより，
である。
労働者に属する席を占める労務者監査役会員については， 選挙有資1．
格者たる労働者の３/4．
職員に属する席を占める労務者監査役会員についてよ， 選挙有資格２．
老たる職員の３/4．
管理職員に属する席を占める労務者監査役会員については， 選挙有3．
資格老たる管理職員の３/4．
第７条２項第２号所定の監査役会員については， 同役員を提案した４．
労組。
② 選挙人の決議は平等の決議権によって行われる。 決議は行使された決
議権の3/4の多数決議による。
③本条第１項第２項の規定は，
る。
補充轄杏役会員の解任にたいし準用され
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村 武）２０１
口別異の構成による監査役会
通常10,000名以下の労務者を就業させる企業における監査役会は，第22条
次のように構成される。
出資者による監査役会員６名及び■
□
「０－《叩〆与 労働者による監査役会員６名
本条第１項第２号所定の監杏役会員中には， 次の者を含まねばならぬ。
満18歳に達し且つ企業に１年間所属企業に属する労務者であって，､．
なお経営組織法第８条所定の被選挙資格をもつ者４名， 並びにし，
2．企業自身における労組の代表者， 或は他の企業の労組を代表する者
その企業の労務者が本法の規定にしたがい， 本企業の監査役にして，
会員の選挙に参加する者２名。
② 通常労働者10,000名以上にして20,000名以下の者を就業させる企業
における監査役会の構成は次の通りとする。
出資者からの監査役会員８名。 及び■
■
『０。｛｛⑰左曰 労務者からの監査役会員８名
次の者を含まねばならぬ。
，且つ企業に１年間所属
本条第１項第２号所定の監査役会員の中には，
満18歳に達し，企業に属する労務者にして，1．
尚経営組織法第８条所定の被選挙資格をもつ者６名。 並びにし』
或は他の企業の労組を代表する者企業自身における労組の代表者，2．
その企業の労務者が本法の規定にしたがい， 本企業の監査役にして，
会員の選挙に参加する者２名。
本条第１項及び第２項所定の企業に準用③第８条乃至第２1条の規定は，本条；
される。
④本条第１項所定の企業に対しては， 条例の定めにより（会社契約･定款)，
監査役会員16名からなる監杏役本条第１項及び第２項の規定を適用し，
会を構成するよう定めることができる。
条例の定めにより（会本条第１項及び第２項所定の企業に対しては，
監査役会は20名の監査役会員をも って構成するよう定め社契約・定款)，
ＨＩＰ
ることができる。 此場合第７条乃至第２1条の規定を適用する。
（３）
第23条
監査役会の内部秩序および権利義務
原則
① 監査役会の内部秩序・決議条章ならびにその権利義務については， 本
法第24条乃至第２6条，並びに第２8条及び第２9条の規定が，次記の会社等
の規定に反しない限り，次記の各会社等にも適用される。
株式会社及び株式合資会社に対しては， 株式会社法が，■
０
｜『Ⅱ＋《叩〆』 株式法第90条第有限会社および法人格をもつ鉱山組合に対しては，
3項，第４項．および第５項第１．２款，第107条乃至第１16第条118
第125条第３項および第171条第268条第２項が。条２項，
牛産祓びに経済協同組合にたいしては， 同組合法が。●
■
向く』△、二｛ ワーゲソ製作所有限会社にたし､する持分権を私人に移フォルクス。
転する1960年７月21日の法律（Gesetz iiberdieUberfiihrungder
Gesellschaftmitbeschr嵐一Ａ､teilsrechteanderVolkswagenwerk
第６条（最後に1970年７月31日の同法nkterHaftunginprivateHand）
第２修正法）の規定の適用は妨げられない。
② 他の法律上の規定および条例（会社契約・定款） あるいは監査役会の業
監査役会の内部秩序・決議ならびに権利義務に関する規務規則にして，
定は，
第24条Ｉ
①監二
本条第１項の規定に違反せぬ限り， その適用を妨げない。
監査役会会長
監査役会は， 監査役会員の２/3多数決をもって (この監査役会員がとも
星役会員中から１名その監査役会員中からに本法の規定に従い監査役会を成立せしめた)，
および１名の議長代理者を選出せねばならぬ。の議長，
出資者よりの監査役会員が議長に選出されたときは， 議長代理者は労
務者側の謄香役会員でなければならぬ。 労務者側の監査役会員が議長に
選出された場合には，
らぬ。
その代理者は出資者側の監査役会員でなげれぱな
② 議長または議長代理者の選挙において， 本条第１項所定の必要な多数
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村武）２０３
決を得られなかった場合には，
２回目の選挙が行われる。こ（
議長およびその代理者の選挙のため， 第
この選挙においては，投票決議の多数をもつ
て足る。被選挙者は常に 2年毎Iこに議長および議長代理者の地位を交替
監査役会は投票決議の多数によ う，交替の順位を定める。する。
③ 議長または議長代理者の選挙のための第２回目の選挙が， また本条第
2項所定の必要な多数決を得られなかった場合には， 出資者側の藍杏役
会員および労務者側の監査役会員は， 各自の側の監査役会員の中から，
各１名の藍杏役会員を選定することができる。 被選出者は２年毎に議長
およびその代理者の地位を交替する。
監査役会は， 投票決議の多数により交替の順位を定める。 この場合の
多数決議を得られなかった場合には， 交替の順位は抽籔によって定まる。
決議能力第25条決議能：
監査役会は， 監査役会員の半数（この監査役会員により監査役員会が，本法
'がある。この場決議能力がある。の規定により成立）が決議に参加した場合に限り，
合株式法第108条２項第４款の規定が適用される。
第26条投票
①監査役会の決議には， 本条第２項・第２4条・第２8条および第２9条に特
投票行使した決議の多数を必要とする。別の定めがない限り，
監査役会における投票が可否同数である場合には， 監査役会は決議に②
更新した投票においては議長の投票が決定権をもつものと定めるより，
この決議は出資者側の監査役会員， あるいは労務者側のことができる。
監査役会員の多数の投票に反することはできない。
第３章法律上の代理機関
第27条原則
その権利義務ならびに機関の企業の法律上の代理権をもつ機関の構成，
特別の事本法第28条乃至第３0条の規定により，構成員の選任については，
企業の各法律上の形態に適用される規定に従う。情を生ぜぬ限り，
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第28条選任:および解任
① 企業の法律上の代理権をもつ機関の選任， および解任については，本
条第２項乃至第５項の規定により特別の事』情を生ぜぬ限り， 株式法第8４
条および第８5条の規定にしたがう。 右規定は，株式合資会社にたいして
ｌま適用されない。
②監査役会は，監査役会員の少く 屯２/3の投票に達する多数決により，
企業の法律上の代理人たる資格を有する機関の構成員を選任する。
③ 本条第２項による選任が実現されなかった場合には， 監査役会は出資
者側の監査役会員ならびに労務者側の監査役会員各２名による委員会を
設置せねばならぬ。
右委員会はその設置後１個月以内に， 壗杏役会にたいし右の選任に関
する提案をせねばならぬ。 この提案は他の提案を排除するものではない。
監査役会は監査役会員の多数投票の決議をもって，この場合においては，
企業の法律上の代理権をもつ機関の構成員を選任する。
企業の法律上の④ 本条第３項による選任が実現されなかった場合には，
右選任に関する提案をせねばならぬ。代理権をもつ機関は，
右提案が監査役会において多数決を得られなかった場合には， 監査役
会議長およびその代理者は選任に関する共同提案か， あるいは各別個の
2款による各提案については，提案をする。本条第４項第
８条１項）がこれを裁定す』！
選挙機関（第
を裁定する。
企業の法律上の代理権ある機関の構⑤ 本条第２項乃至第４項の規定は，
成員の解任につき，準用される。
第29条参加権の行使
① －企業における労務者が本法の規定の規定にしたがい共同決定権をも
ちながら， 同企業が企業の結合参加の故に他の企業にたいし次の権利を
有する場合，即ち企業の管理取締役の選任・解任あるいは免責に関する
ならびに企業の解散・合併または組織変更，権利， および解散後の企業
の継続あるいは財産の譲渡に関する場合には， その決議権の行使は企業
労働者の経営参加問題をめぐりて (中村武）２０５
の法律上の代理権を有する機関が， 藍杏役会の決議に基いての糸これを
行わねばならぬ。
② 本条第１項の規定は， 他の企業にたいする結合参加が， 企業の１/4末
満に過ぎないときは， 適用されない。
第30条 人的並びに社会的関係
企業の法律上の代理権をも機関の構成員は， その一身的並びに社会的事
務関係において， 専属でなければならぬ。
第４章 経過規定および終結規定 (省略）
Ⅲむすび
(i）以上訳出したところは， 1973年１月18日西独連邦政府が， 議会に提出
した労務者共同決定権法案の正文を忠実に翻訳したものである。尤も右条文
lま合計36個条におよぶものであるが， 第31条以下は実質的規定には関係の簿
経過法および終結的規定に過ぎないので， 訳出を省略した。なお右法案い，
には簡単な理由薑が附置されているが， その翻訳参照も紙数の関係上これを
右法案は昨年12月９省いた。 外電の記事によれば， 日西独での連立与党の社
会民主党（SPD）と自由民主党（FDP） との話合いがまとまり， 年間にも関
と報ぜられその成立は確実視されていると係法案が連邦議会に提出されるが，
た。だがその後最近までに， 筆者の手許にとどいた雑誌や通信によれば， 同
法案の成立したことはまだ確認されない。むしろギーセソ大学教授Ｔｈｏｍａｓ
労務者共同決定権法政府草案にたし､する連立よれば，Raiser博士の論説に
これにより平等の共同決定権にたいする根本の妥協があったとしても，政党
的な学問上の批判をさける結果とはならぬ。
寧ろ政治上の争が除かれたこの立法手続の段階において， 改めて草案の規
憲法上の問題とも取組糸， 立法技術上の弱点を定を'慎重に法律的に見直し，
また会社法の規定との調和も研究すべきである。 連立政党の話合い正し，
(Ｄｅｒ の成立によって一般に示されKoalitionsparteien）Ｋｏｍｐｒｏｍｉｓｓｄｅｒ
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（４）
た安易な安堵感（DieEuphorie）に浸ることは許されない。
労働者の平等な共同決定 (Dieparit劃tischeMitbestimmungder Arbeit‐
nehmer）は現代の要求であるが， 共同決定の基本観念は労働運動と同様に
それは種含の形態や表現をもって要求されてきたったが， 同様なこ旧るい。
とは政党や労働組合ならびに教会の立場. 綱領のなかにも承られる。
産業改革は経済構造の総体にふかい影響を与え， 社会上並びに企業上に決
定的な変革をもたらした。 新らしく発生した工場制度および無産且つ無権利
者たる多数の労働者は， のがれ難き一方的な従属関係に立たされた。 就業は
人間性を顧慮することなく行われる生産強制であった。 企業者の盗意的な決
定にたいしてすら労働者は， 何等の反抗も許されなかった。
想像しがたい労働者達の承じめさの為めに， 労働組合の要求の前面にまず
であり，それが制度として労
窮を除くために，企業の経済
たったのが ｢最低生活を要求する人民の権利」
働協約の形をもってあらわれた。 次で物質的困窮を除くために，
上の利得にたいずろ労務者の平等参加が要求された。
これらの制度や要求だけをもってしては， 労働組合は満足しかしながら，
物質的状態を改善する前提要件は， 単に経済上の秩序や利得してはいない。
に参与するだけに止まらず， この経済秩序を共同に形成し， またこれに共同
責任を負担することである。漸次向上する教育状態， 政治と経済との密接な
関連にたいする深い洞察と高い自意識は， 労務者およびその組織団体をして，
その政治生活における主体的地位と経済的領域における客体的地位との間の
対立或は密着につき，明かな自覚を強めるにいたらせた。そこで彼等は経済
まず第１に労働協約から，の執行にあたって共同決定を要求するに至った。
労働組合の取引の方向である。ついで共同決定への道をとったことは， それ
こそば労務者を市場価値に従う労働賃金で頁入れた生産要因と して価値づけ
生産労働生活における人間として承認することを意味する。ることから，
平等共同決定権の拡大一般化の問題は， 共同決定理念のさらに進んだ活力
のあらわれである。
法案に承られるように，有権的な共同決定(quariiizierteMitbestimmung）
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村武）２０７
これは1966年にベルリンで行専ら大企業においての承認められている。Iま，
右労働組合われたドイツ連邦労働組合連合会の会議での提案にも合致する。
資本会社の法形態をもつの提案によれば， 有権的な共同決定制度の拡張は，
その他の中小企業においては経営組織法の実効ある改大企業だけに限られ，
修により，従業員の地位主張および労務者代表者として経営の管理指導者に
（５）
対抗できるような措置を考うべきだとされﾌﾞﾋﾆ。
西独株式会社法（第96条）において，労務者側の監査役を承とめ，共同決
定の規定を取上げた思想は，欧州諸国に支配的影響をあたえた。「ドイツ連
その理論的および法律的関係にお邦共和国こそIま，共同決定の問題につき，
いて，最も巧糸に且つ実際的に作り上げ，広大な進歩を示した国である｡｣と
（６）
の外国立法者の賛詞も今聴くのも尤もであろう。
ThomasRaiser，DerneueKoalitionskompromisszurMitbes-(4)ＶｇＬ
timmung,ｉｎＢＢ､Ｈｅｆｔ４､１０.Feb､１９７６ｓ・l45Raiser教授は同書で労務
者共同決定権法案のに規定たいする詳細な批評を試糸ている。右のほか同法案
にたいする数多くの批評として最近のものとしては，VgLGrasmann，Die
paritiitischeMitbestimmung，ＤＢ、1975．BeilageNr，２１ｚｕＨｅｆｔ５０，
Ａｎｍ､１，Piittner，MitbestimmungundVerfassungsrecht,ＡＧ､１９７５ｓ．
281ｆｆ、Schwegler，ParitEitischeMitbestimmunginMeimungsstreit，
ArbuR、１９７５Ｓ２６３ｆｆ．
(5)VgLGewerkschaftWirtschaftGesellschaft・BeitragezuWirts-
chaftlichenundsozialenGegenwartsfragenHeft2,Mitbestimmung
undWirtschaftspolitik（Hrsg，ｖｏｎHaraldKoch-GerhardLeminsky
etal）Ｋｄｌｎｌ９６７Ｓ２９１ｆｆ．
(6)VgLBotschaftdesBundesrates（Schweiz）andieBundesversam‐
mlungzumEntwurfeinesBundesbeschlussesbetr、dasVolksbege‐
hreniiberdieMitbestimmungundeinenGegenvorschlag（Ａｒｔ３４ｔｅｒ
ＡｂｓｌＢｓｔ､ｂｂｉｓＢＶ）ｖ０，２２．８．１９７３．s、４３．尚共同決定権問題にたいす
る主要各国の立法状態の略述については，同書同所参照。但しスイスにおいて
StamffacheT・Mitbes‐共同決定の制度はまだ具わっていない（Werner'よ，
ｔｉｍｍｕｎｇｉｍＶｅｒｗａｌｔｕｎｇｓｒａｔｄｅｒＡｋｔｉengesellschaft，Ziirichl974S
33）イタリヤの1974年改正株式会社法（Decreto-L6gge）また共同決定問題を
黙殺しているものと思われる（ZurReformdesAklienrechtsinltalien，
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vonGerhardLuther,ｉｎＡＧ､l975Heftl、Ｓ６ｆｆ）これに反してルクサ
ソプール1974年５月６日法（経営および企業における労務者の共力並びに共同
決定権に関する法律）は労務者が経営協議会委員とし，また株式会社の取締役
会に代表者を送り共力することができることを認めている（cfLeistner.Ｄaｓ
neueLuxemburgischeBetriebsrtite-undMitbestimmungsgesetz・ｉｎ
ＡＷＤ１９７４・１０Ｓ５４７ｉｆ.）
さらにまた1971年５月 ５日の新オランダ株式会社法は，会社法における静か
な革命とも言われた（Sanders,ＡＧ１９７１Ｓ､389.396）が，その会社の監査
役会員は株主総会または労務者によって選任されるものである (第４条３項)。
この規定の改正理念は， 他の欧州共同体に属する諸国でも理論的に， また西独
においても現実的に意味あるものとして評価された。欧州共同体の委員会もこ
れをもって，西独法案の好モデルにたいするよき変種だと評価し，共同体諸国
の株式会社法もまたこれに随伴するであろうと請った。（Ｈ・Roth,Ｄａｓｎｅｎｅ
niederliindischeAktienrecht,ｉｎＡＷＤ,1974.6.ｓ．312．ｆｆ.）
1975年５月13日欧州経済同盟(ＥＷＧ)の委員会は，欧州株式会社定款に関す
る政令を変更する提案をしたが，その提案のなかにはコンツェルン会社におけ
る労務者の共同決定規定が含まれている。（JijrnPipkorn,ＤａｓＳａｔｕｔｆｉｉｒ
europiiischeAktiengesellschaftennachdemgeiindertenVosschlag
Kommission,ｉｎＡＧ１９７５/ｌ２Ｓ３１８ｆｒ.）der
こ うして本来労働法上の問題であった労務者共同決定制度は， いまや益々企
業法の領域にまで踏糸こゑ共|可決定は両法のオーバーラップ(Overlapiiber‐
1appen）をうける仕置きとなる。
なおコンツェルンにおける共同決定制についてはVgLLutter,MMitbe‐
stimmungimKonzern，EineStellungnahmezudenKonzernrechtl．
Vorschliigende＆RegierungsentwurfseineseuropｮischenHandels-und
Wirtschaftsrecht，Ｂｄ12.1975.
共同決定制は西独において最早や実施寸前にある。(ii） 政治家や労働組合
代表者は， すでに属含互に相反対する意見を述べきたったが， この法律の下
に働きまた生活すべき経営者側の声もまた聴かねばならぬ。それらの意見は
賛否対立していることが報ぜられたが，労使相互の事情に詳わしい中正な実
際家の言にしたがえば， ｢監査役会における労資の平等が確立されることは，
監査役会が影響力をもつすべての重要な事案につき， 双方が将来経営政策上
Bwegeinigen）ところ考慮し，妥協の道をもとめる（aufdemKompromissweg
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村 武）２０９
であろう｡」
この西ドイツ統一労働組合が堅持した大戦以後の長いあいだの責任意識は，
この労働組合のそうした行動がなかったら，洵に嘆賞に値するものであった。
西独の最近25年間の経済発展は， 到底考え得られなかったであろう。 このこ
､は英国の現状を顧れば直ちにあきらかに理イタリヤある↓とは，フランス，
解される。これＩ
むかっては，責Ｉ
これに対する世人の感謝はさらに， 労働組合がその経営の勢力に
ては，責任意識を強めて共同決定することを希望であろう。これによ
って社会平和の新らしい時代が一時期作られるが，一方労組国家の危険の発
生する可能性もありうる。西独共同決定法成立の後には，労働組会の態度が
如何になり，本来的の希望がどうい
い
て､興味深いところである。
う風に染たされるかは，われわれにとつ
西欧諸国の産業界や学者の間で，労働者の経営（worker'ｓParticipation
ｉｎManagement）として，共同決定の問題が最近広い範囲の興味をひき，こ
（１）
の制度にたし､する賛否の議論，その制度の在り方一株式会社・有限会社およ
ぴ結合企業の機関に労務者側の代表者をどうして取入れるか。 (2)参加の態様，
けか。(3)立法
iｍＷｅｇｅｄｅｒ
または情報意見を述べる権利だけすなわち平等決定権は忠言，
によるか，単に団体交渉による共同決定（Mitbestimmung
（８）
Kollektiverhandlung）とするか力:問題である。
西独の共同決定制度は， わが国ではもっぱら労働者の経営参加の問題とし
最近社会的に広い関心が持たれるよ うになった。共同決定に関する特別て，
法もなく，また近く計画されようと している株式会社法の改修に際しても，
労務者側の代表者を会社機関の中に取入れようとする動きも承られない現在，
労組の代表者を経営参加に織り込んだ総合的な労働協約わが国においては，
実現の方法は糸つからない。を締結する以外には，
この問題に労働者側で最も熱心に取り組んでいる同盟はすでに「経営対策
経営者側の日経連と昨年９月13日第２回目の共同研究会を委員会小
開くなど，
を設け，
具体的な経営参加へのプログラム作りを急いでいる。
また昨年８月21日から10日間，ノルウェーのオスロに開かれた国際労働機
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関(ILO)主催の ｢労働者の経営参加に関するセミナー」 には，日本から同盟
罰，日経連代表の計
ぴ，ＩＬＯ主催の国際
副会長をはじめ新産別・総評の労働界代表，政府（労働省)，
５名が参加した。参加国数は60個国，参加者150人に及び，
会議としては異例なほどの大がかりなものとなり，
（６）る各国の関,、の深さがうかがわれたという。
経営参加の問題にたいす
共同決定の制度は，
それが従来の「産業」
従来先進資本主義国の間に広く知られていたが， ただ
｢産業民主主義」といった抽象論から離れて，現実の経済実体
からの必要で取り上げられるようになったのは， 現在の世界的規模の経済危
機と決して無関係ではない。果てしれぬインフレ，天井知らずのエネルギー
不安定な資源入手といった数念の危機のなかで，価格高騰， 経営者は先行き
に今後，労働陣の企業経営にすっかり自信を失っているのが実情である。 特 今後，
営から大幅賃上げ要求に応じていくのは困難であるとの判断から， ここで労
危機を乗働側に大きく譲歩して労働代表を企業経営に取り込むことにより，
り切ろうと考える経営者が増えたと しても不思議ではない。
一方労働陣営の側も， 経済成長の鈍化が予想されるなかで， 今後は賃上げ
がある。雇用よりも雇用の確保が最優先課題となりつつあるという冷い現実がある。雇月
を確保するためには，事業所の拡張・閉鎖・設備投資，操業率・在庫調整.
事業提携 ･会社合併といった企業経営の根幹に関与する必要があり， そのた
従来の団体交渉または経営協議委員会だけではなく， 労務者が直接めには，
⑩
企業経営に参加する以外I乙道はないという判断に帰着した。
西独には戦後いち早く法律上の制度化された労務者共同決定権法があり，
その成果をあげ広く西欧諸国の注目を浴び， 共同決定制度の討議はいまや新
らしい局面に到達したことは前述の通りである。
かようように西独の「共同決定制」という成功例があるとしても，屯，現在西
そうした過それぞれの国'情に合った参加の形態を模索しており，欧各国は，
程のなかで「参加」は各念特長をもった制度として，西欧の産業界に定着し
ていくものと見られる。
｢経営参加」は西独をはじめ西欧各国で急速に法律制度化がすすんでいる
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村 武）２１１
が, わが国では高度成長からの転換期を迎え， 新たな労使関係を求めるひと
つの方向として，漸く近時， このため昨年経営参加問題が注目され始めた。
して，「労働者参加」７月16日， 日本経営者団体連盟会長と同盟会長と協力
問題に関する共同研究会を開いた。その日は，日経連と同盟から経営参加の
必要性について， それぞれ基本的な考え方がのべられたが， この中で日経連
側は労働組合員だけでなく，
参加」方式を強調した。
｢全員企業に働く従業員全員の経営参加という
あくまで経営者対労働者という企業内の関係をくこれに対して同盟側は，
ずさずに， 労組の意見を経営の中に生かしていくための方策を考えるべきだ
と主張した。なお今後の検討課題としては， (1)すでに労使間の経営協議会な
今後どう生かして行くか。（２）どを中心に行われている日本型の経営参加を，
参加をどの範囲まで認めるか。 産業別(3)本格的に経営参加を導入する場合，
などのうち，どこに中心をおくべきか。などの問題点が指摘された。
さらに日経連側からは，「経営参加については，西独のような法制化を行
株主との意見が出されたほか，未組織労働者の参加問題，
⑪
などについても話し合うことになっﾌﾟﾋﾆ。
うべきではない」
総会の位置づけ，
日本造船と日立造船労組の場合や， 松下電器産労組の例によって承られる
日本における私企業の経営協議会制は，ように， 広く共同決定制に代用され
ているが，
る。とは１
その形態・機能は任意的な労働協約に基くので， 各交異る訳であ
とはいえ一般的に染れば， 経営協議会は相談および協同の機関としての
職能だけしかないので，
⑫
の力しかもたなし､。
経営の指導力はなく，事態の急迫を調和させるだけ
共同決定制にたいしては，
し<今日新段階に到達した。
賛否両様の意見が対立する。 がその討議は，正
共同決定制は時代の要求である。
共同決定は， 現代社会の民主化プロセスの本質である。 共同決定制度の確
立は今立法者にあたえられた主たる使命である。 共同決定はわれわれ社会の
である。その総和により，民主化の本質であり，社会改革の歴史的前提要件である。
自由な社会的国家の成立が可能となる。 共同決定は労働生活における秩序要
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因であるが，そればかりでl±なく， また企業において共同責任を負担する要
因でもある。両者はたがいに絡承合って共存する。
労務者共同決定制を会社法のなかに取入れることにより，立法者はいま，
とすかが，それに際しての，労務者と出資者の企業法の発展を押し進めよう
および平等重要性をもつ者と承る原則の上に立つ取扱いは，同等の権利者，
衡正な処遇をする訳である。て，
共同決定権法案によって， 現行の会社法の規定を紙労務者の共同決定は，
持しながらも， 著しい規定の改修が加えられることであろう。 だが会社法を，
現代の経済上および社会上の発展． 変化に対応して， 時代にふさわしい企業
法として進化させるためには， なお長い年月と深い研討を必要とする。 また
この使命達成のためには， 基本的な法律上および経済上の調査が必要な前提
要件となる。
就れにしてもわれわれは，差し当り西独法案の成否を凝視して，
⑱
制度のわが国への早期導入の絆を把握したし､と思う。
共同決定
因糸に西独共同決定法は1976年５月４ 日として成立発布，1976年７月１日
から実施されるにいたった。 全編41個条におよび， 前示紹介の草案と比較す
れぱ，可成りその内容を異にするものとなった。
００
にゆずらねばならぬ。
その解説紹介はこれを後日
－１９７６．２．２６．稿
(7)VgLRosemarieWinter,MitderMitbestimmungleben､Praktiker
beurteilenErfahrungundErwartungderArbeitnehmer-Paritｔｉｔｉｍ
AufsichtsTat・ｉｎＤｅｒ
Ｎｒ・ｌＳ１８ｆＴ．
Volks-undBetriebswirt，４５.Johrg． Januarl975
VglG6rardLyon-Caen， BeitragenzudenM6glichkeiten(8) derVert‐
retungderlnteressenderArbeitnehmerinderEuroptiischenAktien‐
gesellschaft,Kommissiondereurop且ischenGemeinschaften・Kollekt‐
ionStudien，ReiheWettbewerb-RechtsangleichｕｎｇＮｒ，lqBriissel
1970.尚おInternationallnstituteforLabourStudies， Geneveはフラ ソ
イスラエル等諸国の経営参加ス・西独およびイギリス・アメリカ・スペイン
制度およびその経験を記録した小冊子を発行している。今それらによって各国
の制度を述ぺることは本，論文の本旨ではない。
(9)「労組の経営参加実現はまだ先」昭和4９．９．１９． 日経紙。
労働者の経営参加問題をめぐりて（中村武）２１３
⑩
⑪ ｢労働者の経営参加・西欧で着実に台頭」昭５０．１１．３．日経紙。
｢労働者の経営参加問題・日経連・同盟初の研究会」昭４９．７．１７．日経紙。
尚お昭５０．１０．８．日経紙は，日立造船と日立造船労働組合とは，労組の経
宮参加も織込んだ総合的な労働協約を締結することになった， と報じた。同社
労使は，
を貫き，
これまで永田社長の「百万人の経営」 ビジョンを基礎に労使協調路線
労使協議会方式で実質的な労組の経営参加を行ってきたが， 今回総合
的な労働協約を結ぶに当り，これを明文化したわけだ。
産業界ではここ数年来，経営参加問題が関心をあつめており，日立造船の外
に松下電器産業労組が経営参加の方向を打ち出す一方，鐘紡でも経営参加問題
を経営者側から，同社労組に対し提起するなど，経営参加が本格化し始めてお
り，日立造船の経営参加明文化は，これらの企業にも大きな影響を与えるもの
と承られる。（昭５０．１０．８．日経紙｡）
以上の記事によっても明かなように，わが国における経営参加方式に立法に
たよらず，寧ろ労働協約によって，参加制を認めようとする傾向が強いように
る。（昭５０．１０．
最後の進歩への一歩手前の状況で，見受けられる。
るか否か，疑旧
参加の目的が十分達せられ
〕，今日経営参加の法制化を
(昭５０．．１２．４・朝日紙.
疑問である。法律化を好まない英国民も，
労働政策のひとつとしていることを老うぺきだ。
柴田俊治記者・西欧の革新）
⑫CfWorkersParticipacionimManagementinJapam・International
InstituteforLabourStudies,GeneveJunel970p､２０８，２５０．
⑬VgLGesetzentwurfderRegierung・EntwurfeinesGesetzesiiber
dieM1tbestimmungderArbeitnehmer，Drucksache7／2172ｓ・l６ｆ
(Begriindung）
今突如として勃発したロッキード献金問題は，わが国の政財界に強烈な衝撃
をあたえる一方，多国籍企業(multinationlcorporation)ないしい，巨大な
総合商社（Conglomeratecorporation）の行動にたいする国民一般の関心を
一段とたかめる結果となった。そして日本企業の意思決定についての欠点が指
摘されたが， 米国のような株式民主牛美的立場から， 企業行動を監視する仕組
米国のような社外重役の導入をはじめ！のないことから， 消費者はじめさまざ
主な市民参加の方策を進めるぺきだとの主張が発表された。だがそうした市民
参加よりも一層有効な参加方式は，労務者参加制（共同決定制）であろう。勿
論それが有効に機能を発揮するためには，労務者側の参加意識のあり方も，徹
底的に見直していくことが必要である。何れにしても労務者参加により，企業
の一般的な弊害の規制強化に役立つであろう。 (昭５１．２．２４．日経紙社説参照）
bi-inter-odersupernationale総合会社および多国籍企業（Ｄｉｅ mlI1ti-iTDt色T-oder
Unternehmung）の場合は外国の会社が我国に投資し， あるいは日本の会社
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が外国に投資し姉妹会社をもち， また支店を通して国境を超えて企業経営を拡
張している。 この場合の支店または姉妹会社の経営の管理・指導機関は， 本国
と遠く離れた場処において行われることが， 市場の需用・生産物および運送の
関係上便利であり，速かに情報を得るに便でもある。そこで強い地方的分権が
行われて，それらの経営の管理・指導権を，支店または姉妹会社の機関に与え
る。（ＶｇＬＨｕｇｅｎＨ,Sieber,DieMultinationaleUnternehmung,ｄｅｒ
UnterllehmenstypderZukunft?､ｉｎＺｆｂＦ、１９７０Heft7,Ｓ４１４ｆｆ.）これ
らの機関において，労務者共同制が認められることにより，労務者側は適当な
コントロールを各支店または姉妹会社等の経営に加えることができ，延いて全
体企業の経営を監督することができるであろう。（Cf、Multinational
CorporationsinWorldDevelopment・UnitedNationDepartmentof
EconomicandSocialAffairs,NewYork-Londonl974）
⑭VgLMeilicke-Meilicke，KommentarzunMitbestimmungsgesetz
l97aHeidelbergl976・
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丸尾直美・永山泰彦・世界の経営参加はここまで進んだ。 ダイヤモンド社
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